
（3）条例の運用についての意見 ※令和元年 11月に完成しました「生駒市自治基本条例検証報告書」の条例の運用について、 

委員の皆さまから頂いたご意見を記しています。 

それに対応する各部署の対応状況等を、各ご意見の下に担当課名と内容を記しています。 
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条文 意見 

(情報共有及び公開) 

第 4条 市民及び市は、まちづくりに関する情報を共有するものとする。 

2 市は、市民に対し、市が保有する情報を積極的に公開するとともに、分かりやすく、速やかに提供しなければ

ならない。 

１ 情報共有や情報公開の実績はそれぞれあると思いますが、総合的に見て、参画と協働のまちづくりや総合計画

の観点からは、その成果が見えにくいと考えます。 

２ 計画策定や事業実施の各段階で情報提供することにより、そこに直接関わっている人だけでなくその他の人に

も理解が広がっていくと考えます。 

３ 現状では先進的な取り組みや工夫がなされていますが、たとえば、ホームページに「参画と協働によるまちづ

くり」のアイコンを設け、各部署での取り組み状況を情報化するなど、参画と協働のまちづくりを意識し、情報提

供におけるもう一工夫が必要ではないかと思います。 

４ 市民の情報収集力には差があると思われるので、全ての市民に伝わるような情報提供の工夫や検討が引き続き

必要であると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 企画政策課   ・第 6次総合計画では「情報提供・情報利活用」の分野において、市民が必要とする情報を様々な

媒体から入手できることを目標に掲げ、取組を進めています。進行管理の際には、その成果を示す

ことができるよう努めます。 

総務課 【令和 2年度と同じ】 

情報公開の実績については、毎年ホームページに運用状況報告書として掲載しています。 

  

地域コミュニティ推

進課 

・毎年、各部署に対して参画と協働の事業実績の調査を実施し、取りまとめ後に各部署に情報共

有し、さらなる事業推進に向けて取り組んでいます。 

課の Twitterアカウントにおいて、随時,市民参画のイベントや協働の事業の告知・報告を行い、

市民に向けて情報を発信している。 

2 広報広聴課 【令和 2年度と同じ】 

・計画策定や事業実施の各段階で、各事業担当課の情報提供をサポートします。 

計画策定や事業実施の各段階で、各担当課の情報提供を広報紙やホームページ、SNSなどでサポー

トしました。 

例）各パブリックコメントの実施広報や幼稚園・小学校の今後の方向性、バリアフリー基本構想、

都市計画マスタープラン等 

事業計画課 ・協議会委員から、委員以外の市民にお声がけをいただき傍聴に参加していただくことがありま

した。 

・協議会開催日 1週間前に HPにて開催通知の案内を行い、当日は傍聴席を設けています。 

・協議会委員から、委員以外の市民にお声がけをいただき傍聴に参加していただくことがありまし

た。 

資料２ 
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3 上下水道総務課 ・市民活動推進課のホームページで「参画と協働によるまちづくり」のアイコンを設け、各部署

での取り組み状況を公開します。 

  

4 秘書課 ・市ホームページや広報紙など様々な手段を用いて情報発信をしました。   

防災安全課   市ホームページやツイッター、広報紙など様々な手段を用いて情報発信を行いました。 

観光振興室   市のホームページや広報誌の他、チラシやポスター等の紙媒体、メール、SNS、専用サイト等の中

から、事業内容に応じ、なるべく複数の手段により発信しています。 

地域包括ケア推進課 ・住民に対する情報提供については、生活や年代によって効果的なアプローチが違ってくること

から、当課においては高齢者向けに紙媒体で配布するなどの工夫をしています。 

地域包括ケア推進課においては高齢者向けに紙媒体を中心に情報提供を行っています。 

みどり公園課 ・市ホームページや SNSなどを通じた情報発信を引き続き行っていきます。 市ホームページや SNSなどを通した情報発信を引き続き行っていきます。 
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条文 意見 

(参画と協働の原則) 

第 5条 市民及び市は、第 1条の目的を達成するため、参画と協働によるまちづくりを推進する。 

１ 計画から最終決定まで、議論から結論に至る経過についても、多くの市民の理解を得られるような工夫が必要

だと思います。 

２ 「参画と協働」への取組は、パブリックコメントや審議会等への参加だけでなく、地域社会との関係性を重視

して行われるべきではないかと考えます。 

３ 研修の成果は、参加人数を指標として捉えるのではなく、研修の結果、どのような協働が始まったのかといっ

た内容面が重要であると思います。自治の担い手である「市民」「議会（議員）」「行政（市職員）」が役割分担をし

ながら参画と協働のまちづくりを進めていくことが重要と考えます。 

４ 「自治基本条例」が市民生活の活動になかなかつながらず、関心のない人が多いように 思います。より一層

の啓発が必要と考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 企画政策課   ・総合計画審議会等、各会議の記録をホームページで公開しました。 

広報広聴課 【令和 2年度と同じ】 

・計画策定や事業実施の各段階で、各事業担当課の情報提供をサポートします。 

計画策定や事業実施の各段階で、各担当課の情報提供を広報紙やホームページ、SNSなどでサポー

トしました。 

例）各パブリックコメントの実施広報や幼稚園・小学校の今後の方向性、バリアフリー基本構想、

都市計画マスタープラン等 

事業計画課 ・協議会開催日 1週間前に HPにて開催通知の案内を行い、当日は傍聴席を設けています。 

・協議会委員から、委員以外の市民にお声がけをいただき傍聴に参加していただくことがありま

した。 

・協議会開催後、協議会資料及び議事概要を HPに公開しています。 

・協議会開催日 1週間前に HPにて開催通知の案内を行い、当日は傍聴席を設けています。 

・協議会委員から、委員以外の市民にお声がけをいただき傍聴に参加していただくことがありま

した。 

・協議会開催後、協議会資料及び議事概要を HPに公開しています。 

みどり公園課 ・話合いの過程など、詳細な情報の発信に努めます。 話し合いの過程など、詳細な情報の発信に努めます。 

2 企画政策課 ・市民政策提案制度により提案があった案件について、提案者と直接会ってディスカッションす

る場を設けました。このことにより、お互いの想いや提案の意図を共有した上で、取組に反映で

きました。 

  

地域コミュニティ推進

課 

・各事業の実施に当たり、現地に職員が出向いて対話を繰り返し、住民との関係性の構築に努め

ています。 

各事業の実施に当たり、現地に職員が出向いて対話を繰り返し、住民との関係性の構築に努めて

いる。 
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観光振興室   新型コロナウイルス感染症の状況に配慮し、集会形式によらず、市内宿泊施設への個別訪問によ

る情報の提供等を行いました。 

4 デジタル推進課 ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

【令和 4年度から SDGS推進課に移管】 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う”協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年３月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 1件を事業化しました。 

地域コミュニティ推進

課 

  毎年開催している自治連合会の全体集会において、自治会長に自治基本条例のパンフレットを配

布し啓発を進めている。 

SDGs推進課   ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 2件を事業化しました。（3件は対話中) このような取組について、引

き続き積極的にプロモーションすることで、関心をもってもらえるよう推進していきます。 
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条文 意見 

(まちづくり参画の権利) 

第 7条 市民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参画する権利を有する。 

2 市民は、まちづくりの活動への参加又は不参加を理由として差別的な取扱いを受けない。 

１ 市民が参画するための情報化や機会の設定、経過についての情報提供等が妥当であるか、改善の余地はないの

かなどの検討も必要だと考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 秘書課 ・市ホームページや広報紙など様々な手段を用いて情報発信をするとともに、多様な方法を検討

しました。 

  

広報広聴課 【令和 2年度と同じ】 広報紙やホームページ、SNSの運用について、他市町村の事例も参考に実施しました。 

例)他市町村ホームページの主にトップ画面での情報提供の方法や内容などを広く参考にしまし

た。 

地域コミュニティ推

進課 

・スマートフォンの無料通話アプリを試用して、情報化への改善を図っている自治会もあります。 課の Twitterアカウントにおいて、随時、市民参画のイベントや協働の事業の告知・報告を行い、

市民に向けて情報を発信している。 

地域包括ケア推進課 ・情報発信を続けます。   

事業計画課 ・協議会当日の傍聴人数や、パブリックコメントの意見から情報提供等は妥当であると考えられ

ます。 

協議会当日の傍聴人数から情報提供等は妥当であると考えられる。 

みどり公園課 ・参加型事業の募集方法を引き続き検討します。 参加型事業の募集方法を引き続き検討します。 
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条文 意見 

(まちづくり参画における市民の責務) 

第 9条 市民は、自らがまちづくりの主体であることを自覚するとともに、互いの活動を尊重し、認め合いながら

自らの発言と行動に責任を持って積極的にまちづくりに参画するよう努めなければならない。 

2 市民は、まちづくりへの参画に当たっては、公共の福祉、将来世代、地域の発展及び環境の保全に配慮しなけ

ればならない。 

１ 個々人が自分でできることは自分で行い、余裕があればお互いに助け合えるようなまちづくりが必要だと思い

ます。 

２ 市民活動と「自治基本条例」の関わりについて、市民も意識改革が必要であると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 地域コミュニティ推進

課 

・価値観や行動様式が多様化する中で、一辺倒な事業ではなく、ニーズに合わせて事業実施をし

ていきます。 

価値観や行動様式の多様化にあわせて、ニーズに応じた事業を実施していきたい。 

デジタル推進課 ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

【令和 4年度から SDGS推進課に移管】 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う”協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年３月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 1件を事業化しました。 

SDGs推進課   ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 2件を事業化しました。（3件は対話中) これらの活動を通じ、民間企

業の先進的なサービスを市内に取り入れることで、共助の精神を促進していきたいと考えており

ます。 

みどり公園課   公園の維持管理活動や緑地の保全等を通じて、市民活動への参加意識を高めます。 

2 地域包括ケア推進課 ・住民自身が地域の課題について考える機会をつくります。   

みどり公園課 ・公園の維持管理活動を通じて、市民活動への参加意識を高めます。   
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条文 意見 

(議会の役割と権限) 

第 10 条 市議会は、市の意思決定機関であり、この条例の趣旨に基づき、市民自治を尊重し、その権限を行使し

なければならない。 

2 市議会は、市の重要事項を議決する権限並びに市の執行機関に対し、監視し、及びけん制する権限を有する。 

3 市議会は、法令の定めるところにより、条例の制定改廃、予算の議決、決算の認定等の権限、執行機関に対す

る検査及び監査の請求等の権限並びに市政に関する調査及び国又は関係機関に意見書を提出する等の権限を有す

る。 

(議会の責務等) 

第 11 条 市議会は、立法機関であり、意思決定機関としての責任を常に自覚し、長期的展望をもって活動すると

ともに、広く市民から意見を求めるよう努めなければならない。 

2 市議会は、主権者たる市民に議会における意思決定の内容及びその経過を説明する責務を有する。 

3 市議会は、市民との情報共有を図り、開かれた議会運営に努めなければならない。 

4 市議会は、市の政策水準の向上を図り、市独自の政策を展開させるため、政策形成機能及び立法機能の強化に

努めなければならない。 

5 市議会は、行政活動が民主的、効率的に行われているか監視し、改善を推進するよう努めなければならない。 

6 市議会は、議会の政策形成機能及び立法機能を高めるため、議会事務局の調査機能及び法務機能を積極的に強

化するよう努めなければならない。 

7 市議会の組織及び市議会議員の定数は、この条例に基づく議会の役割を十分考慮して定められなければならな

い。 

(議会の会議及び会期外活動) 

第 12条 市議会の会議は、討議を基本とする。 

2 市議会は、すべての会議を原則公開とする。ただし、必要と認められるときは、非公開とすることができる。

この場合においては、その理由を公表しなければならない。 

3 市議会は、会期外においても、市政への市民の意思の反映を図るため、議会の自主性及び自立性に基づいて市

の政策の検討、調査等に努めなければならない。 

(市議会議員の責務) 

第 13条 市議会議員は、市民の負託に応え、公平、公正かつ誠実に職務を遂行しなければならない。 

2 市議会議員は、市民の代表者としての品位を保持し、常に市民全体の福利を念頭に置いて行動しなければなら

ない。 

3 市議会議員は、議会の責務を遂行するため、常に自己研鑽(さん)に努め、審議能力及び政策提案能力の向上に

努めなければならない。 

4 市議会議員は、議会活動に関する情報等を市民に説明するとともに、広く市民の声を聴き、これを議会の運営

に反映させるよう努めるものとする。 

１ 日常的に市民への活動報告をしていただくことが必要であると考えます。 

 

 

番号 所属 令和３年度 令和４年度 
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条文 意見 

(協働のまちづくりにおける市の役割) 

第 14 条 市は、自ら公共的サービスを提供する役割を担うだけでなく、適切な公共的サービス水準の設定及び市

民の活動の支援を通じて、市民による公共的サービスの提供が適正に行われることを保障するよう努める。 

2 市は、必要に応じて、市民の間の調整を行う役割を担う。 

１ 指定管理者制度においては効果測定が重要であり、公共的サービス水準を満たしているかどうかの客観的な立

場からの評価が必要と考えます。 

２ 指定管理者については、コストの管理や評価だけでなく、いかに市民の中で利用が広がったかという視点での

評価を行わなければ、施設の設置目的達成の評価はできないのではないでしょうか。 

３ 協働を進めるために、市民とどのようにパートナーシップを結ぶかを真剣に考える必要があると思います。  

４ 新しいパートナーシップや人材のさらなる開発が必要と考えます。 

５ 部局ごとに、市民とのパートナーシップを作ることが参画と協働として重要だと考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 地域医療課   公募市民、医療従事者、自治会代表者で構成される生駒市立病院管理運営協議会において、生駒

市立病院の事業報告の評価・意見聴取し次年度の事業計画に反映させています 

みどり公園課   指定管理者について、コスト面だけでなく、多面的な評価を行います。 

スポーツ振興課 ・指定管理者制度の評価について、定期的なアンケートを利用者に対して実施しており、そのア

ンケート結果を踏まえて、施設を利用される皆様の満足度向上を図っています。 

指定管理者制度の評価について、利用者に対しアンケートを実施し、その結果を踏まえ利用者の

満足度向上を図っています。 

2 商工観光課   利用者数の把握はもとより、利用者に実施している任意のアンケートの結果により、サービスの

質・利便性・満足度等を確認、指定管理者評価の際の参考にしています。（生駒市テレワーク＆イ

ンキュベーションセンター イコマド） 

観光振興室   来園者数の把握はもとより、来園者に実施している任意のアンケートの結果により、サービスの

質・利便性・満足度等を確認、指定管理者評価の際の参考にしています。（生駒市高山竹林園） 

地域医療課   公募市民、医療従事者、自治会代表者で構成される生駒市立病院管理運営協議会において、生駒

市立病院の事業報告の評価・意見聴取し次年度の事業計画に反映させています 

みどり公園課 ・指定管理者について、コスト面だけでなく、多面的な評価を行います。   

スポーツ振興課   コストの管理や評価のみならず、市民等利用区分毎の稼働率等で利用の評価を行っています。 
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4 地域コミュニティ推進

課 

・人財育成事業を計画し、人材の開発に繋げていきます。 地域未来人財育成事業におけるワークショップを通じて将来の担い手となる人材の発掘、育成を

行っている。また、市民自治協議会（準備会等も含む）及び複合型コミュニティ事業においても、

地域活動に参加するプレイヤーの発掘、育成を行うワークショップを実施している。 

デジタル推進課 ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

【令和 4年度から SDGS推進課に移管】 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う”協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年３月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 1件を事業化しました。 

SDGs推進課   ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 2件を事業化しました。（3件は対話中) これらの取組を通じた経験に

より、庁内外の人財育成についても取組んで参ります。 

5 企画政策課 ・第６次総合計画の検証シートに「多様な主体との協創の取組」欄を設け、各課担当者が市民等

とのパートナーシップについて意識できるしくみをつくりました。 

・第６次総合計画の検証シートに「取組（協働）による 5 年後のまちへの効果とその内容」欄を

設け、各課担当者が市民等とのパートナーシップについて意識できるしくみをつくりました。 

地域包括ケア推進課 ・今後も地域の通いの場などの地域資源の開発に取り組みます。   
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条文 意見 

(市の職員の責務) 

第 17 条 市の職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、市民の立場に立って、創意工夫し、公正

で、誠実かつ効率的に職務の遂行に専念しなければならない。 

2 市の職員は、職務に必要な知識、技能等の向上に努めなければならない。 

3 市の職員は、自らも生活者であり、また、生駒市の市民であることを認識し、積極的にまちづくりの推進に努

めなければならない。 

１ 市の職員として「参画と協働のまちづくり」を認識し、積極的にまちづくりの推進に努めることが重要と考え

ます。 

２ 総合計画で定めている「行政の取組」「市民ができること」「事業者ができること」など、それぞれの役割に基

づいて、まちづくりを行うことが必要と考えます。 

３ 様々な課題が存在し、様々な属性の住民で構成される地域社会の中で、いかに「参画と協働」の議論が進めら

れ、合意や成果が得られるかを実践していくことが非常に重要であると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 地域コミュニティ推進

課 

市民自治推進委員会での議論を庁内にフィードバックし、市の職員としてまちづくりの推進に向

けた意識高揚を図っている。 

市民自治推進委員会での議論のフィードバックや、職員向けの参画と協働のまちづくり研修を行

うことで、市民主体のまちづくりの推進に向け、職員の参画と協働についての認識を深めること

に努めている。 

2 企画政策課 ・市民満足度調査において、総合計画で定める「市民ができること」の実施状況を問う設問を設

け、取組状況を把握しました 

・総合計画検証シートに「市民ができること」取組状況の欄を設け、取組状況を把握できるよう

にしました。 

みどり公園課 ・ワークショップなど、役割を意識したまちづくりを考える場を提供します。 ワークショップや市民活動の役割を意識したまちづくりを考える場を提供します。 

3 デジタル推進課 ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

・少子高齢化による人口減少などを背景に、市職員は今後ますます、多様な主体と連携しながら、

地域のデータや市民の声による裏付けを持ち、行政課題・地域課題の解決を図る能力が求められ

ます。そのため、行政情報のオープンデータ化促進、総合計画等に基づく適切な指標設定や進行

管理、効率的な業務遂行等を目的に、データ利活用等に関する研修を平成 27年度から実施してい

ます。さらに、令和 2 年度には、職員が課題解決の手段として協創を戦略的に取り組めるように

するため、公民連携推進研修を実施しました 

【令和 4年度から SDGS推進課に移管】 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う”協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年３月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 1件を事業化しました。 

【↓ここからはデジタル推進課】 

・少子高齢化による人口減少などを背景に、市職員は今後ますます、多様な主体と連携しながら、

地域のデータや市民の声による裏付けを持ち、行政課題・地域課題の解決を図る能力が求められ

ます。そのため、行政情報のオープンデータ化促進、総合計画等に基づく適切な指標設定や進行

管理、効率的な業務遂行等を目的に、データ利活用等に関する研修を平成 27年度から実施してい

ます。さらに、令和 3 年度には、オープンデータの意義について学びシビックプライドの醸成を

図る市民向けオープンデータ活用促進イベント「いこまの写真 deアプリ開発」を実施しました。 
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SDGs推進課   ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 2件を事業化しました。（3件は対話中) 

地域包括ケア推進課 ・課題に対しての行政の関与の仕方や、実際に住民で対応する内容などを整理し、今後も継続し

た住民活動につながるよう取組を進めます。 
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条文 意見 

(まちづくり参画における市の責務) 

第 18 条 市は、まちづくりを行う市民の自主的、自立的な活動を尊重するとともに、国籍、民族、性別、年齢、

社会的又は経済的環境等にかかわらず、多様な主体がまちづくりに果たす役割を重視し、人づくりの推進や権利の

保障、拡大に努めなければならない。 

2 市は、企画立案、実施及び評価のそれぞれの過程において、市民参画の拡充に努めなければならない。 

１ 内部の自己評価だけでは客観評価にならないので、市民参画及び協働事業の全体的な推進や達成状況に関する

評価システムが必要であると考えます。 

２ いきいき百歳体操は、外出のきっかけや集いの場にもなっていて効果が出ていると思います。今後も、高齢者

が住み慣れた地域で健康で過ごせる仕組み作りが必要であると考えます。 

３ まちづくりに関するワークショップが増えていますが、できるだけ市内部の横の連携のもと、統合して実施し

てもらえればと思います。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 企画政策課 ・所管している計画・戦略の進行管理については、これまでと同様、外部からの客観評価システ

ムを取り入れて PDCAサイクルを回しました。 

・所管している計画・戦略の進行管理については、これまでと同様、外部からの客観評価システ

ムを取り入れて PDCA サイクルを回しました。また、総合計画審議会において、3 名の学識経験者

を新たに委員として迎えることで、より専門的な見地から評価いただくようにしました。 

地域医療課   公募市民、医療従事者、自治会代表者で構成される生駒市立病院管理運営協議会において、生駒

市立病院の事業報告の評価・意見聴取し次年度の事業計画に反映させています 

2 地域包括ケア推進課 ・いきいき百歳体操を今後も推進します。 今後も地域の通いの場の普及、啓発に努めます。 

図書館 ・朝活読得会では、毎週高齢者の方を中心に図書館内で、図書館が開館する前の時間を利用して、

ラジオ体操とストレッチ等を行い、音読をしたり歌を歌ったりしている。地域の方が主体となり

会を運営しており、高齢者が住み慣れた地域で健康で過ごせる仕組み作りを進めています。 

朝活読得会では、毎週高齢者の方を中心に図書館内で、図書館が開館する前の時間を利用して、

ラジオ体操とストレッチ等を行い、音読をしたり歌を歌ったりしている。地域の方が主体となり

会を運営しており、高齢者が住み慣れた地域で健康で過ごせる仕組み作りを進めている。 

3 地域コミュニティ推

進課 

・複合型コミュニティ事業を通じて、庁内連携の仕組みを整えたので、実効性を高めていきます。 複合型コミュニティ事業を通じて、プロジェクトチームを作り庁内連携の仕組みを整えている。

また、地域未来人財育成事業においては、ワークショップの発表会に各課の職員に参加してもら

うことで、他課との連携のもと実施することができた。 

みどり公園課 ・他課と連携し、ワークショップを実施します。 他課と連携し、ワークショップを実施します。 

図書館   生涯学習課の寿大学と図書館、学校図書館との横の連携のもと、図書館で修理ボランティアを養

成している。終了後、「ほん直し隊」を結成。学校へ行って、図書室の本の修理を行う活動をして

いる。 
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条文 意見 

(総合計画等の策定) 

第 19条 市は、市民参画の下、総合的な市政運営の指針として、基本構想及びこれに基づく基本計画(以下これら

を「総合計画」という。)をこの条例の趣旨にのっとり策定し、計画的な市政運営に努めるものとする。 

2 市は、行政分野ごとの計画については、総合計画に則して策定するものとする。 

3 市は、前 2項の各計画の進行管理を的確に行うものとする。 

１ 総合計画に基づく各分野の計画の進行管理が不十分なように思います。担当各課と総合計画の担当課とが調整

を図りながらその仕組みを作っていく必要があると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 企画政策課 ・担当課と密に連携をとることに加え、担当課が新たな計画を策定する際には、総合計画と齟齬

が生じないよう調整をおこないました。 

・基本計画で定める「5年後のまち」を各担当課が意識し、目標の達成に向けた成果や課題が把握

しやすくなるよう進行管理検証シートの様式を変更しました。 

ICT イノベーション推

進課 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

・少子高齢化による人口減少などを背景に、市職員は今後ますます、多様な主体と連携しながら、

地域のデータや市民の声による裏付けを持ち、行政課題・地域課題の解決を図る能力が求められ

ます。そのため、行政情報のオープンデータ化促進、総合計画等に基づく適切な指標設定や進行

管理、効率的な業務遂行等を目的に、データ利活用等に関する研修を平成 27年度から実施してい

ます。さらに、令和 2 年度には、職員が課題解決の手段として協創を戦略的に取り組めるように

するため、公民連携推進研修を実施しました。 

  

SDGs推進課   ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 2件を事業化しました。（3件は対話中) 本取組等の進捗共有を密に図

ることで、綿密な総合計画進捗管理にも寄与したいと考えております。 

観光振興室   総合計画に即して平成 29年度に策定した生駒市商工観光ビジョンが、令和４年度で終期を迎える

にあたり、アクションプランに基づいて各取り組みの振り返りを行っています。 
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条文 意見 

(説明責任) 

第 20 条 市は、政策の立案から実施、評価に至るまで、その経過や内容、目標の達成状況等を市民に分かりやす

く説明しなければならない。 

１ 提供する情報を市側がコントロールするのではなく、一定の基準を設けたうえで、その基準に基づき情報の公

開に努める必要があると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

2 秘書課 ・懇話会等については、情報に偏りのないように配慮して資料を作成しました。   

地域包括ケア推進課 ・個人情報の扱いについては今後も留意します。   
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条文 意見 

(行政組織) 

第 22 条 市は、社会情勢の変化に対応し、市民に分かりやすく、機能的かつ効率的な組織を整備するとともに、

責任を明確にして、組織の横断的な調整を図らなければならない。 

１ 行政組織を変える際には、その理由等しっかりした説明がなされる必要があると考えます。 

２ 分野横断的な政策課題が多くなる中で、複数の課で効率的、効果的な政策を立案、実施できる体制整備が必要

と考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

2 企画政策課 ・効率的、効果的な政策立案・実施をふまえ、各課から意見を聴取し、組織体制に反映しました。 ・将来都市像の実現に資する施策を効果的に推進するため、令和 4 年 4 月 1 日付で組織改編を行

いました。 

デジタル推進課 【令和 2年度と同じ】 

・生産年齢人口減少などにより自治体の経営資源が制約される中、持続可能な行政サービスを提

供し続けるには、ICTによる行政手続きの革新、根拠ある政策立案等を進めることで、行政事務の

生産性を向上させ、公共サービスの価値を高める必要があります。今後は、これらをより効率的

かつ効果的に推進してゆくため、庁内体制構築などを含め、検討してゆきます。 

生産年齢人口減少などにより自治体の経営資源が制約される中、持続可能な行政サービスを提供

し続けるには、ICTによる行政手続きの革新、根拠ある政策立案等を進めることで、行政事務の生

産性を向上させ、公共サービスの価値を高める必要があります。今後は、これらをより効率的か

つ効果的に推進してゆくため、庁内体制構築などを含め、検討してゆきます。 

地域包括ケア推進課 ・地域包括ケア推進会議を活用し、庁内横断で効率的かつ効果的な政策に繋がるよう調整します。   

事業計画課 ・公共交通分野では、利用促進については広報広聴課と連携、地域公共交通の検討については市

民活動推進課の複合型コミュニティと連携を行っています。 

・生駒市バリアフリー基本構想策定においては、庁内関係課と進捗状況等を確認する会議を数回

実施するとともに、必要に応じてヒアリング、協議等を随時行いました。 

・生駒市バリアフリー基本構想及び生駒市バリアフリー特定事業計画の策定においては、庁内関

係課と会議を数回実施するとともにヒアリングや協議等も随時行い、計画策定にあたって調整、

連携を図りました。 

・公共交通分野では、地域公共交通の検討に関して地域コミュニティ推進課の複合型コミュニテ

ィ、行政経営課の企業型ふるさと納税と連携を取っています。 

みどり公園課 ・複合型コミュニティ事業など、他課と連携しながら進めていきます。 複合型コミュニティ事業や公園・緑地等の利活用など、他課と連携しながら進めていきます。 
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条文 意見 

(職員政策) 

第 23 条 市は、職員と組織の能力が最大限に発揮できるよう、職員の適切な任用及び配置に努めなければならな

い。 

2 市は、職員の資質及び能力の向上のための政策研究及び研修システムを充実し、自己研鑽(さん)のための多様

な機会の保障に努めなければならない。 

１ 取組を進められていると思いますが、リスクマネジメントと、その基礎となる法令遵守の徹底のための行政に

係る法務については、定期的、継続的な研修が必要と考えます。 

２ 参画と協働をテーマとした研修を継続的に実施されていますが、研修の成果として、協働の推進にどう反映さ

れているのかが大事であると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

2 デジタル推進課 ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

・少子高齢化による人口減少などを背景に、市職員は今後ますます、多様な主体と連携しながら、

地域のデータや市民の声による裏付けを持ち、行政課題・地域課題の解決を図る能力が求められ

ます。そのため、行政情報のオープンデータ化促進、総合計画等に基づく適切な指標設定や進行

管理、効率的な業務遂行等を目的に、データ利活用等に関する研修を平成 27年度から実施してい

ます。さらに、令和 2 年度には、職員が課題解決の手段として協創を戦略的に取り組めるように

するため、公民連携推進研修を実施しました。 

【令和 4年度から SDGS推進課に移管】 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う”協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年３月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 1件を事業化しました。 

【↓ここからはデジタル推進課】 

・少子高齢化による人口減少などを背景に、市職員は今後ますます、多様な主体と連携しながら、

地域のデータや市民の声による裏付けを持ち、行政課題・地域課題の解決を図る能力が求められ

ます。そのため、行政情報のオープンデータ化促進、総合計画等に基づく適切な指標設定や進行

管理、効率的な業務遂行等を目的に、データ利活用等に関する研修を平成 27年度から実施してい

ます。さらに、令和 3 年度には、オープンデータの意義について学びシビックプライドの醸成を

図る市民向けオープンデータ活用促進イベント「いこまの写真 deアプリ開発」を実施しました。 

SDGs推進課   ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 2件を事業化しました。（3件は対話中) 本取組内でも「協創人材」の

創出を目指した研修を実施しておりますが、効果測定についても都度実施していこうと考えてお

ります。 
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条文 意見 

(法務政策) 

第 24 条 市は、市民ニーズや地域課題に対応するため、自ら責任を持って法令を解釈し、条例、規則等の整備や

体系化を進めるなど積極的な法務行政を推進しなければならない。 

１ 各要綱について条例に移行する必要性がないか、引き続き検証していただきたいと思います。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 SDGs推進課 【令和 2年度と同じ】 

・生駒市創エネ・省エネシステム普及促進事業補助金交付要綱、生駒市共同住宅共用部 LED 化補

助金交付要綱については、生駒市補助金交付規則に基づき策定しているため、条例に移行する必

要性はないと考えております。 

  

建築課   生駒市宅地等開発行為に関する指導要綱につきましては、現状、開発行為の許可権が奈良県にあ

ることから、条例化する必要はないと考えております。また、耐震診断補助金交付要綱などにつ

いては、生駒市補助金交付規則に基づき策定しているため、条例に移行する必要性はないと考え

ております。 

みどり公園課 引き続き検討します。   
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条文 意見 

(危機管理) 

第 27 条 市は、市民、関係機関及び他の自治体との協力及び連携により、不測の事態に備える総合的かつ機動的

な危機管理の体制の確立に努めなければならない。 

１ 今後想定される南海トラフ地震などでは大きな津波等が想定され、想定範囲を超えた人口流入等も予測されま

す。災害においては想定を超えた場合のことも安全弁の一つとして考えておく必要があると思われます。 

２ 災害復旧時の協力事業者等を効率的に運用するために必要なルール等を事前に定めることが必要と考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 防災安全課 【令和 2年度と同じ】 

・現在のところ、想定を超えた場合に備えた対策は行っておりませんが、対策を講じていくこと

の必要性は認識しております。 

現在のところ、想定を超えた場合に備えた対策は行っておりませんが、対策を講じていくことの

必要性は認識しております。 

2 防災安全課 ・災害復旧時の協力内容及び協力体制を明確にし、効率的な運用を行なうため、現在、複数の団

体と災害復旧に関する協定を締結しております。今後も各種団体との協定の締結等を適宜進めて

いきたいと考えております。（令和２年度協定締結数：８団体） 

災害復旧時の協力内容及び協力体制を明確にし、効率的な運用を行なうため、現在、複数の団体

と災害復旧に関する協定を締結しております。今後も各種団体との協定の締結等を適宜進めてい

きたいと考えております。（令和３年度末協定締結数：１０５件） 

デジタル推進課 ・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う“協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年 3月に開設し、令和 2年度には 8

件の提案が寄せられ、うち 4件を事業化しました。 

・災害復旧時には、民間事業者を含む様々な主体との協力関係が重要となることから、包括連携

協定や協創対話窓口の運用等を通した関係づくりを引き続き進めます。 

【令和 4年度から SDGS推進課に移管】 

・事業者や NPO 団体・任意団体等に向けては、対話による相互理解を進め、互いの強みを活かし

合う”協創”の仕組みとして「生駒市協創対話窓口」を令和 2年３月に開設し、令和 3年度には 9

件の提案が寄せられ、うち 1件を事業化しました。 

【↓はデジタル推進課】 

・災害復旧時には、民間事業者を含む様々な主体との協力関係が特に重要となることから、包括

連携協定や協創対話窓口の運用等を通した関係づくりを引き続き進めます。 
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条文 意見 

(広聴対応) 

第 29条 市は、市民の苦情、要望、提言、意見等に対応するため、必要な措置を講じなければならない。 

１ 市民からの苦情等の情報を集約し、全庁的な業務改善に繋げる仕組みを構築することが必要と考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 広報広聴課 【令和 2年度と同じ】 

・現在でも受付けた情報を集約し、対応状況を確認するなどの仕組みをとっています。 

各課が受け付けた情報を集約し、対応状況を確認しました。 
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条文 意見 

(財政運営の基本方針) 

第 30 条 市長は、総合計画を実現するための財政計画を定め、行政評価を踏まえて、財源を効果的かつ効率的に

活用し、自主的かつ健全な財政運営を行わなければならない。 

１ 中期財政計画には、本来、楽観的予測に基づく値と悲観的予測に基づく値の双方が必要だと考えます。 

２ 中長期財政計画については、一定の策定方針をルール化するとともに、社会経済環境の変化等に合わせて見直

す場合はその理由等を明確化する必要があると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 財政課   以前は予算に基づく計画となっており、決算との乖離があったが、近年は一定額以上の実質収支

が発生していることから、決算見込みに基づく楽観的でも悲観的でもないより現実的な値を記載

できるよう努めています。 

2 財政課 【令和 2年度と同じ】 

・中期財政計画は、国の施策等による影響を大きく受けることから、毎年の社会情勢の変化に対

応すべくローリング方式により毎年度策定を行っています。毎年更新されるため、その時点の最

新情報から予測される数値のみを記載することとしています。また、策定方針のルールは、計画

内に「基本的な考え方」として記載しています。 

令和 3年度と同じ 

 

中期財政計画は、国の施策等による影響を大きく受けることから、毎年の社会情勢の変化に対応

すべくローリング方式により毎年度策定を行っています。毎年更新されるため、その時点の最新

情報から予測される数値のみを記載することとしています。また、策定方針のルールは、計画内

に「基本的な考え方」として記載しています。 

 

 



21 

 

 

条文 意見 

(予算編成、執行及び決算) 

第 31 条 市長は、予算の編成及び執行に当たっては、総合計画の進捗状況及び行政評価を踏まえて行い、最少の

経費で最大の効果をあげられるよう努めなければならない。 

2 市長は、市の事務の予定及び進行状況が明らかになるよう予算の執行計画を策定しなければならない。 

3 市長は、予算の編成過程も含め、市民が予算及び決算を具体的に把握できるよう、分かりやすい情報を提供す

るものとする。 

１ 全事業を対象とした実施計画、事業評価等と予算編成が連動する仕組みが必要であると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 財政課 【令和 2年度と同じ】 

・予算編成では、事前の新規主要事業ヒアリングの結果を反映させるほか、前年度決算の状況な

どを加味して査定を行っています。 

令和 3年度と同じ 

 

予算編成では、事前の新規主要事業ヒアリングの結果を反映させるほか、前年度決算の状況など

を加味して査定を行っています。 
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条文 意見 

(財政状況の公表) 

第 33条 市長は、予算の執行状況並びに財産、地方債及び一時借入金の現在高その他財政に関する状況について、

所見を付して分かりやすく公表しなければならない。 

１ 財政状況の厳しさがもっと市民に伝わるよう、財政指標等、財政状況の問題点も含めてわかりやすく公表する

必要があると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 財政課 【令和 2年度と同じ】 

・財政状況を分かりやすくかつ広く市民に知ってもらうため、予算の執行状況を年２回、当初予

算及び決算の概要をそれぞれ年１回広報紙に掲載しています。また、決算報告を広報紙に掲載す

るのと合わせて財政指標についても記載しており、その指標が何を示しているのかについても理

解していただけるように工夫をした書き方に努めています。 

令和 3年度と同じ 

 

財政状況を分かりやすくかつ広く市民に知ってもらうため、予算の執行状況を年２回、当初予算

及び決算の概要をそれぞれ年１回広報紙に掲載しています。また、決算報告を広報紙に掲載する

のと合わせて財政指標についても記載しており、その指標が何を示しているのかについても理解

していただけるように工夫をした書き方に努めています。 

地域医療課   ・病院事業では、予算、決算の他に経営の健全性・効率性について経常収支比率等の指標を用い

た経営比較分析表をホームページで公表しています。 

下水道課   ・下水道事業では、予算、決算の他に経営の健全性・効率性について経常収支比率等の指標を用

いた経営比較分析表をホームページで公表しています。 

上下水道部総務課 ・水道事業では、予算、決算の他に経営の健全性・効率性について経常収支比率等の指標を用い

た経営比較分析表を公表しています。 

・水道事業では、予算、決算の他に経営の健全性・効率性について経常収支比率等の指標を用い

た経営比較分析表をホームページで公表しています。 
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条文 意見 

(行政評価) 

第 34条 市長は、総合計画等の重要な計画、予算、決算、事務内容等について評価を実施する。 

2 市長は、前項の評価の結果を分かりやすく市民に公表し、政策及び事務執行に反映するものとする。 

3 市長は、市民及び専門的知識を有する者による評価を行うなど、常に評価方法の改善に努めなければならない。 

１ 予算制度と連動した行政評価システムの確立や市民参画による評価を行い、課題等の適切な把握を行う必要が

あると考えます。 

 

 

番号 所属 令和３年度 令和４年度 

1 企画政策課 ・総合計画の進行管理と予算制度を連動させる新たな行政マネジメントシステムの構築につ

いて検討を進めました。 

令和 3年度と同じ 
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条文 意見 

(条例制定等の手続) 

第 36 条 市は、まちづくりに関する重要な条例を制定し、又は改廃しようとするときは、次のいずれかに該当す

る場合を除き、立案段階から市民の参画を図り、又は市民に意見を求めなければならない。 

(1) 関係する法令又は条例等の制定改廃に基づくもので、その条例の制定改廃に政策的な判断を必要としない場

合 

(2) 用語の変更等簡易な改正で、その条例に規定する事項の内容に実質的な変更を伴わない場合 

(3) 前 2号の規定に準じて条例の制定改廃の議案を提出する者(以下「提案者」という。)が不要と認めた場合 

2 提案者は、前項に規定する市民の参画等の有無及び状況に関する事項を付して、条例案を提出しなければなら

ない。 

(計画策定段階の原則) 

第 37 条 市は、市の将来や市民生活に関係する重要なまちづくりの施策の検討及び決定に当たっては、広く市民

の意見を求めるとともに、市の考え方を公表するものとする。 

(計画策定手続) 

第 38 条 市民に意見を求めるときは、意思決定過程で素案を公表し、市民から出された意見及び情報を考慮して

決定する制度やアンケートの実施、公聴会の開催など適切な方法を選択するとともに、原則として提示された意見

に回答し、速やかに公表しなければならない。 

(審議会等) 

第 39条 市は、市が設置する審議会等の委員を選任する場合は、地域、性別、年齢、国籍等に配慮するとともに、

原則として市民から公募した委員を加えなければならない。 

2 審議会等の会議及び会議録は、原則として公開しなければならない。 

１ 障がい者施策の観点から、障がいをお持ちの方も参画しやすいよう、一定の環境を整える合理的配慮が当然に

必要と考えます。 

２ より幅広く市民の参加を求めるには、会議開催の日時や回数等の検討も必要であると考えます。 

３ 構想段階で自由に意見が出せる場、計画段階における専門的な意見を踏まえた検討の場、実施段階における目

標の共有を図る場、実施後の再検討の場における評価の場など、計画の各段階における協議スタイルの検討やメリ

ハリのある情報化が重要と考えます。 

４ 審議会における公募委員の女性比率や個別計画の策定などに関わる附属機関等には、その当事者（たとえば、

障がい者施策を検討する附属機関等においては障がいをお持ちの方やそのご家族など）の比率を増やすなど一定の

検討が必要と考えます。 

５ 「公募市民等無作為抽出型登録制度」については、これまでの成果や課題などをまとめ、今後の運用を工夫す

る必要があるのではないかと考えます。 

６ 公募市民が附属機関等の委員として会議の場に参画できるよう、所管分野における情報提供など一定のサポー

トや配慮が必要であると思います。 

７ 審議会は条例の進行管理の役割もあると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 障がい福祉課 ・地域における障がい者等の課題を共有し、地域の実情に応じた体制の整備について協議するこ

とを目的として設置している生駒市障がい者地域自立支援協議会においては、令和２年度途中に

障がい者関係団体の代表者を増員し、多様な意見を取り入れることで、令和３年３月策定の障が

い者福祉計画の内容等について、さらなる議論の充実を図りました。また、協議会開催にあたり、

障がい者である当事者が参加しやすいよう会議場所の変更や手話通訳者の配置、ヒアリングルー

プの設置等の配慮を行いました。 

・地域における障がい者等の課題を共有し、地域の実情に応じた体制の整備について協議するこ

とを目的として設置している生駒市障がい者地域自立支援協議会において、複数の障がい者関係

団体の代表者に委員として参画いただき、多様な意見を取り入れることで、議論の充実を図って

いる。また、協議会開催にあたり、障がい者である当事者が参加しやすいよう手話通訳者・要約

筆記者の配置、ヒアリングループの設置等の配慮を行っている。 
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事業計画課 ・生駒市バリアフリー基本構想策定業務の中でまち歩きとして現地の確認を行ったが、障がいを

お持ちの方の参加には介助者の方にも参加いただきました。 

・生駒市バリアフリー基本構想策定業務で現地確認を目的に行ったまち歩きでは、視覚に障がい

をお持ちの方の参画にあたり介助者の方にもご参加いただいた。また、生駒市バリアフリー特定

事業計画策定業務でより幅広くご意見を賜るべく実施した分科会では、聴覚に障がいをお持ちの

方の参画にあたり会議中はヒアリングループを使用するほか、要約筆記の方にもご参加いただい

た。 

2 秘書課 ・懇話会委員については、多様な意見が聴取できるようさまざまな分野の方を委嘱しました。   

3 SDGs推進課 【令和 2年度と同じ】 

・第３次生駒市環境基本計画の策定において、環境審議会での審議、パブリックコメントの実施

だけでなく、環境関連団体や環境分野以外の団体の代表者、一般市民の方を含めた市民ワークシ

ョップを開催し、構想段階から多様な視点で自由に意見を交わせる場を設けました。今後も計画

の各段階において、ご意見をいただく場を設けていきたいと考えております。 

令和 3年度と同じ。 

みどり公園課 ・構想段階や計画段階において、意見をいただくとともに、実施後においての評価等も実施しま

す。 

構想段階や計画段階において、意見をいただくとともに、実施後においての評価等も実施します。 

4 企画政策課   ・総合計画審議会委員の改選に伴い、女性委員 8名に就任いただきました。（女性比率 53％） 

防災安全課   生駒市防災会議委員（32名）のうち、2名を公募市民から選出しており、2名とも女性を選出し、

女性比率を増やすよう取り組んでおります。 

消費生活センター 【令和 2年度と同じ】 

・生駒市消費生活審議会委員（8名）の内、2名を公募市民から選出。2名とも女性とし、自治連

合会の 5地区から均等に選出しています。 

・生駒市消費生活審議会委員（8 名）の内、2 名を公募市民から選出。2 名とも女性とし、自治連

合会の 5地区から均等に選出しています。（前回と同じ） 

地域医療課   ・病院事業推進委員会及び生駒市立病院管理運営協議会において、公募委員(会員）の女性比率が

高くなるように努めています。なお、女性の応募がなかった等の理由により実際には比率が低く

なっているため、今後検討が必要と考えています。 
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5 総務課 【令和 2年度と同じ】 

・公募市民等無作為抽出型登録制度により、公平により多くの市民に公募市民になっていただく

機会が開かれていると考えています。また、審議内容が専門的であるために選任された公募委員

が感じられる負担については、引き続いての課題ではあるが、公募市民等無作為抽出型登録制度

の登録の際に、関心のある分野を８つの分野から選択して登録していただくようにしており、で

きる限り本人の関心のある分野において公募委員になってもらえるよう工夫をしています。 

公募市民等無作為抽出型登録制度により、公平により多くの市民に公募市民になっていただく機

会が開かれていると考えています。また、審議内容が専門的であるために選任された公募委員が

感じられる負担については、引き続いての課題ではあるが、公募市民等無作為抽出型登録制度の

登録の際に、関心のある分野を８つの分野から選択して登録していただくようにしており、でき

る限り本人の関心のある分野において公募委員になってもらえるよう工夫をしています。 

6 SDGs推進課 【令和 2年度と同じ】 

・環境マネジメントシステム推進会議において、委員として市役所の業務活動などで生じる環境

負荷を減らす取組や環境に関する施策の実施状況の確認をしていただく「エコチェック隊」を市

ホームページや広報紙で募集し、環境マネジメントシステムの取組状況を毎年、点検・評価・目

標設定していただいております。 

令和 3年度と同じ。 

7 SDGs推進課 【令和 2年度と同じ】 

・環境審議会において、毎年、環境基本条例に規定する環境の保全及び創造に関する施策の進捗、

市の環境の状況等について取りまとめて報告し、委員からいただいたご意見を環境施策に反映す

ることで、進行管理を行っております。 

令和 3年度と同じ。 

スポーツ振興課   生駒市スポーツ推進審議会において、生駒市教育大綱、生駒市教育大綱アクションプラン、生駒

市スポーツ推進計画に掲げている様々な取り組みについて各担当課の進捗状況について取りまと

め手報告し、委員から頂いたご意見をスポーツ振興施策に反映することで進行管理を行っており

ます。また、スポーツ推進審議会から出された意見を基に、生駒市体育施設条例、その他関係規

則を改正するなど、条例等の進行管理についても重要な役割を果たして頂いています。 
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条文 意見 

(市民自治の定義) 

第 40 条 市民自治とは、共同体意識の形成が可能な一定の地域において、市民が地域を取り巻く様々な課題に取

り組み、市民が主役となったまちづくりを行う活動をいう。 

2 市民自治活動の主体は、自治会、ボランティア、NPO等の市民活動団体及び事業者をいい、これには個人も含ま

れるものとする。 

(市民自治に関する市民の役割) 

第 41条 市民は、市民自治活動の重要性を認識し、自ら市民自治活動に参加するよう努めなければならない。 

2 市民は、市民自治活動を行う団体等を支援するよう努めなければならない。 

(市民自治に関する自治体の役割) 

第 42条 市は、市民が自主的かつ主体的に行う市民自治活動を尊重しなければならない。 

2 市は、自治会、ボランティア、NPO等の市民活動団体が行う非営利、非宗教及び非政治の市民自治活動に対して

は、必要に応じてこれを支援するものとする。 

(市民自治協議会等) 

第 43条 市民は、個性的で心豊かな地域をつくるため、一定のまとまりのある地域において、自治会、NPO等の多

様な主体で構成される市民自治活動を行う組織(以下「市民自治協議会」という。)を設置することができる。 

2 市民自治協議会は、当該地域の市民に開かれたものとし、市及びその他の組織と連携しながら市民自治活動を

行うものとする。 

3 市は、市民自治協議会の活動に対して必要な支援を行うことができる。 

4 市は、各種計画の策定及び政策形成に当たっては、市民自治協議会の自主性及び自立性に配慮するとともに、

その意思を可能な限り反映しなければならない。 

5 市は、市民自治協議会の意向により、事務事業の一部を当該市民自治協議会に委ねることができる。この場合

において、市は、その実施に係る経費等について必要な措置を講じなければならない。 

6 前各項に関することは、別に定める。 

１ 市民は、住民自治の直接責任者であり、団体自治を間接統制する責任者でもあると考えます。 

２ ボランティアや NPO、コミュニティへの人材教育のシステムをもっと有機的に繋いでほしいと思います。それ

には生涯学習などの役割のリニューアルも必要だと考えます。 

３ 中間支援のためのまちづくりコンサルタントの導入や、市民をコミュニティのトレーニング 学校などで養成、

認定し、地域に派遣するなど、地域コミュニティの人材育成をしていく必要があると考えます。 

４ 地域の人口構成や環境などにより、地域課題が変わる可能性が高いと考えられるので、 自主性・積極性を誘

導するための仕組みづくりも重要ではないかと考えます。 

５ 行政として地域担当制職員を置いて、地域を見ていかなければいけないと思います。 

６ 地域にはそれぞれ地域特性があるので、それらを十分把握した上での支援等が必要と考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

3 地域コミュニティ推

進課 

・複合型コミュニティ事業において中間支援の仕組み構築に向けて検討していきます 複合型コミュニティ事業においては、中間支援の仕組み構築の検討、市民自治協議会支援事業に

おいては、協議会（準備会）に向けてワークショップを行うことで地域のプレイヤーの発掘・育

成を行っている。 



28 

 

4 地域コミュニティ推

進課 

  複合型コミュニティづくりに取り組む自治会に向け、事業計画策定ワークショップを行うことで、

地域住民が自主的に地域課題の解決方法を考えられるような機会を設けている。 

5 地域包括ケア推進課 ・市内各地域包括支援センターにおいて、生活支援コーディネーターの配置を進め、地域特性を

把握、理解した上で社会資源の開発などを行います。 

第 1 層生活支援コーディネーターを市に配置し、各地域包括支援センターに第 2 層生活支援コー

ディネーターを置くことで地域への働きかけ、状況の把握に努めています。 

6 事業計画課 ・生駒市地域公共交通計画策定業務の中で実施した市民アンケート調査について、お住まいの町

を回答していただき、調査結果を地域ごとにまとめることができるようにしまし 

た。・今後も引き続き、アンケート調査の結果を町ごとにまとめたり、地元に精通している方への

ヒアリング調査を行う等、地域特性や課題を把握した上で、その地区に合ったサービスの導入を

検討していきます。 

・生駒市バリアフリー基本構想策定においては、まち歩きにて重点整備地区内のバリアフリー上

の問題箇所を確認しました。 

・生駒市バリアフリー基本構想の策定にあたってはまち歩きにて現地確認を行った。また、生駒

市バリアフリー特定事業計画の策定にあたっては、重点整備地区の現状に精通した地元の方々を

中心に、分科会にて今一度地区の課題を共有した。 

・令和２年度に策定した「生駒市地域公共交通計画」に基づき、地域の多様なニーズに応じた柔

軟な公共サービスを実現するため、「ガイドブック」を作成し、地域に適した公共交通サービスの

導入を促進した。 

みどり公園課 ・ワークショップなどを通して、地域の課題解決に取り組みます。 各種データやワークショップ、日常業務における現場対応や市民の声などを通して、地域の特性

に応じた課題解決に取り組みます。 
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条文 意見 

(情報への権利) 

第 46 条 市民は、法令等により制限される場合を除いて、市に対しその有している情報の提供を要求し、取得す

る権利を有する。 

(情報共有制度) 

第 47 条 市は、市民が容易に情報を得られるよう、仕組み及び体制の整備について必要な措置を講じなければな

らない。 

(情報収集及び管理) 

第 48 条 市は、常に市政運営に必要な情報の収集に努めるとともに、その保有する情報を適正に管理しなければ

ならない。 

(個人情報の保護) 

第 49 条 市は、個人の権利及び利益が侵害されることのないよう、個人情報の収集、利用、提供及び管理等につ

いて、必要な措置を講じなければならない。 

１ ホームページ等については、市民の知りたいことについて、すぐに情報を得られる工夫が必要と考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 秘書課 ・誰もが見やすい、アクセスしやすいよう配慮しました。   

広報広聴課 【令和 2年度と同じ】 

・アクセスログなどから市民が知りたい情報を検知し、その情報をトップページへ掲載したり SNS

で発信するなどし、アクセスしやすい環境を作っています。 

令和 3 年 3 月にホームページのリニューアルを行い、スマホ対応やページ分類の見直し、ページ

タイトルの最適化、トップページの検索窓の増設、イベント情報に検索機能を付けるなどを実施

しました。令和 3 年度は、リニューアル後の不具合を修正するなど、ユーザー視点のホームペー

ジ運営を心がけました。 

防災安全課   新型コロナウイルス感染症に関する情報は、市民の関心も高いため、市ホームページ及びツイッ

ターで随時発信するとともに、トップページからすぐに閲覧できるよう、アクセスしやすい環境

を作っています。 

地域医療課   地域医療課のホームページは、項目ごとに分類された構成とし、会議等の終了後にはできる限り

速やかに資料を掲載することで、情報提供に努めています。 

また、生駒市立病院の情報を毎月広報紙に掲載をおこなっています。 

生駒市立病院のホームページでは、診療予定表やお知らせをトップページの見やすい位置に掲載

しています。また、公式 LINE アカウントで情報を自動的に受け取っていただけます。「病院だよ

り」では、紙媒体でも市立病院を知っていただく取組として発行しています。 
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事業計画課 ・計画の策定において、協議会のホームページに掲載するとともに Twitterを活用した PRも行い

ました。また、生駒市バリアフリー基本構想については、広報誌にも策定した旨を掲載しました。 

協議会開催日の 1週間前には開催案内を、開催後には協議会資料及び議事概要を HPに公開してい

るとともに、策定された計画についても協議会のホームページ等に掲載を行った。また、工事等

による通行止め、迂回路等の情報や工事が完了したことなどを Twitterで PRを行った。 

みどり公園課 ・掲載方法など内容に注意委して作成します。   
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条文 意見 

(近隣自治体との連携) 

第 51 条 市は、共通する地域課題の解決や効果的で効率的な行政運営のため、近隣自治体との情報共有と相互理

解の下、連携してまちづくりを推進するものとする。 

１ 生駒で起こる災害の想定があまりされていないように思います。また、場合によっては、災害時に近隣自治体

に避難する方が安全ということも考えられます。そのような時に、近隣自治体と協定などができているか確認が必

要だと考えます。 

２ コミュニティ単位で行われる防災訓練において、障がい者受入訓練や男女共同参画の視点をおいた訓練、また、

地域の防災士との連携などが必要であると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 防災安全課 【令和 2年度と同じ】・本市は現在、奈良県内市町村、大東市、四條畷市と災害時の避難者受入れ

についての協定を締結し、対策を講じております。災害時は協定に基づき、市民の方の近隣自治

体への避難に関して対応していきたいと考えております。 

本市は現在、奈良県内市町村、大東市、四條畷市と災害時の避難者受入れについての協定を締結

し、対策を講じております。災害時は協定に基づき、市民の方の近隣自治体への避難に関して対

応していきたいと考えております。 

2 防災安全課 ・現在のところ、各地域での防災訓練において、意見書記載の訓練の実施や地域の防災士との連

携はできておりません。しかしながら、そういった訓練を取り入れることは必要であると認識し

ており、また、地域の防災士との連携は、自治連合会と共に、連携を図る取り組みを進めている

ところです。令和２年度は、避難所検討会を開催し、地域の防災士にも「防災リーダー」として

参加してもらい、地域住民と一緒に避難所の利用方法や運営について考える機会を設けました。 

令和３年度生駒市総合防災訓練において、地域主体で避難所受け入れ・運営訓練を実施し、一部

の地域では、障がい者の方の受け入れを想定した訓練も実施していただきました。また、地域の

防災士（市の防災リーダー制度登録者）の方にも地域訓練に参画いただくなど、連携を深めてい

ます。 

男女共同参画プラザ   11 月に開催した総合防災訓練には訓練準備も含め、多数の女性が参加し、男女共同参画の視点を

踏まえた避難所開設・運営訓練を実施しました。今後も女性リーダーや役員が継続して活動でき

るよう支援するとともに、引き続き講座や啓発を行います。 
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条文 意見 

(国際交流及び多文化共生) 

第 53 条 市民及び市は、各種分野における国際交流及び協力に努めるとともに、多文化共生社会の視点に立った

まちづくりを推進するものとする。 

１ 特定技能実習生などが増えています。行政だけでは対応しきれないと思うので、大学などと連携して対応して

いく必要があると考えます。 

 

番号 課名 令和 3年度 令和 4年度 

1 秘書課 ・市制 50周年を機に奈良先端大との連携強化を進めています。   

人権施策課 【令和 2年度と同じ】 

・現在は、国際化ボランティアの市民の皆さんの協力を得て対応しています。今後は、奈良先端

科学技術大学院大学などとも連携し、どういったサービスを提供できるかを検討していきたいで

す。 

日本語学習支援ボランティア、国際化ボランティア、市民団体等の協力を得て取り組んでいます

が、奈良先端科学技術大学院大学と包括連携協定を締結しましたので、一層の施策推進を図って

いきます。 

 

 


